
  

  

  
令和７年度一般会計決算の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 
 

・決算の概要 

総 括 

第２次総合計画後期基本計画の最終年度となる令和７年度は、行政経営の重点方針で示した「分度の

年」の考え方を踏まえ、施策・事業の着実な推進を図る一方、エネルギー価格や物価の高騰、人件費の

増加等が財政を圧迫する中、令和６年５月に策定した「財政構造改革骨太方針２０２４」に基づき、更

なる歳出削減と歳入確保を徹底し、将来にわたり持続可能な財政構造の確立に向けた取り組みを強力

に推進しました。 

予算の執行に当たっては、計画的かつ効率的な執行に努め、ハード事業では、都市レジリエンスの向

上を図る取り組みとして、新たな防災情報伝達システムや津市及び鈴鹿市と共同運用する消防指令セ

ンターの整備を進めたほか、令和８年４月からの全員喫食制給食の実施に向けた亀山中学校及び中部

中学校の給食受入れ環境整備等を実施しました。また、ソフト事業では、「かめやま健康都市大学」を

通した健康都市関連事業の展開や、大学修了者である健都サポーターと連携した高齢者のフレイル予

防、産業振興条例に基づく奨励措置指定事業者への奨励金の交付、ニホンザルによる被害を中心とした

獣害対策、妊娠初期から乳幼児期にわたる切れ目のない子ども・子育て支援体制の充実、市民協働セン

ター「みらい」における中間支援機能の構築等の各種事業を実施しました。 

次に、令和７年度決算における歳入については、地方特例交付金が前年度比で約２億５千万円の減と

なったものの、市税（前年度比約９億５千万円増）、地方交付税（同約３億１千万円増）、国庫支出金（同

約２億１千万円増）等が増となり、歳入総額は前年度と比べ約１２億６千万円増の約２４４億２千万円

となりました。また、歳出については、教育費（前年度比約１億１千万円減）や農林水産業費（同約  

１億円減）が減となったものの、消防費（同約５億６千万円増）、商工費（同約２億５千万円増）、総務

費（同約２億３千万円増）等が増となったことなどから、歳出総額は前年度と比べ約１０億８千万円増

の約２３７億４千万円となりました。 

さらに、財政指標について、財政力指数は単年度で前年度の０．８１１から０．７９８へ下降し、  

３か年平均でも前年度の０．８１０から０．８０４へ下降しました。一方で、財政調整基金の取崩し等

を反映した実質単年度収支は、平成２５年度以来１２年ぶりに黒字に転じました。また、経常収支比率

は、前年度より５．９ポイント好転した８２．８％と、目標とする８５％を下回り、財政構造の弾力性

を一定確保することができたほか、公債費負担比率についても同様に、１１．７％と警戒ラインの  

１５％を継続して下回っています。さらに、実質公債費比率などの健全化判断比率については、国が定

める早期財政健全化や財政再生を図るべき基準に対し、全て基準内となりました。 

これらのことから、令和７年度決算においては、主に市税や地方交付税の増収等に伴い、実質単年度

収支が平成２５年度以来の黒字に転じ、経常収支比率が好転したほか、財政調整基金の残高も前年度と

比べ約２億４千万円増の約１７億７千万円となるなど、財政構造改革の一定の成果が得られたものと

考えます。 

しかしながら、中期的な財政見通しを勘案すると、今後も、エネルギー価格や物価の高騰と、それら

に伴う人件費や扶助費等の増加による財政への圧迫が危惧されます。また、財政調整基金残高について

も増加となったものの、令和１１年度末の目標額２５億円の達成に向けては、更なる財政基盤の強化が

求められます。これらを踏まえ、今後においても事務事業の見直しや再編、更なる歳入確保に向けた取

り組みなど、財政構造の本質的な改革を着実に実践することで、市の財政状況を早期に回復し、持続可

能な行財政運営の確立を図る必要があります。 

以下、令和７年度の一般会計における決算の状況について、「令和７年度地方財政状況調査表」（決算



 

 
 

統計）から項目別に見てみると次のようになります。 

 

１．決算収支 

   令和７年度の一般会計歳入決算額は２４４億２，３２０万２千円となり、前年度に比べ１２億   

６，０９６万８千円（５．４％）の増、歳出決算額は２３７億４，００８万３千円で、前年度に比べ     

１０億７，７４４万１千円（４．８％）の増となった。 

実質収支は６億５，５２７万５千円の黒字であり、前年度に比べ３６．９％の増となった。 

実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は前年度から３億２，６４５万２千円増

の１億７，６７１万４千円の黒字となり、また、実質単年度収支においては、前年度に６億     

６，６７７万７千円あった財政調整基金の取崩し額が、令和７年度は０円（取崩しなし）となったこ

となどから、前年度の８億１，４６７万円の赤字から１億８，０４２万４千円の黒字に転じた。 

                                     （単位：千円） 

 歳入総額 

(A) 

歳出総額 

(B) 

歳入歳出差引(C) 

(A)－(B)  

翌年度に繰越 

すべき財源(D) 

実質収支(E) 

(C)－(D) 

令和７年度 24,423,202 23,740,083 683,119 27,844 655,275 

令和６年度 23,162,234 22,662,642 499,592 21,031 478,561 

  

 単年度収支 

(F) 

積 立 金 

(G) 

繰上償還金 

(H) 

積立金取崩し額 

(I) 

実質単年度収支(J) 

(F)+(G)+(H)－(I) 

令和７年度 176,714 3,710 0 0 180,424 

令和６年度 △149,738 1,845 0 666,777 △814,670 

  

２．歳  入 

市税の決算額は、１１０億４，３０８万４千円で、前年度に比べ９億４，８４１万７千円    

（９．４％）の増となった。その内訳は、個人市民税は２９億４，２５８万５千円で、前年度に比

べ３億２，３３２万８千円（１２．３％）の増となり、法人市民税は９億８，７４７万７千円で、

前年度に比べ３億４，４０４万７千円（５３．５％）の増となった。また、固定資産税は５７億    

６，９０９万５千円で、前年度に比べ２億５，０７８万６千円（４．５％）の増となった。個人市

民税では所得割の増、法人市民税では法人税割の増、固定資産税では償却資産及び家屋の増が主な

要因となっている。 

地方消費税交付金は、１４億２７０万５千円、前年度に比べ１億３７９万９千円（８．０％）の

増となり、株式等譲渡所得割交付金は１億２，５５４万７千円、前年度に比べ１，７３６万４千円、

（１６．１％）の増、また、利子割交付金は、１，３３８万円、前年度に比べ１，００４万９千円、

（３０１．７％）の増となった。 

地方交付税は、２８億５，００３万５千円で、国の補正予算により普通交付税の追加交付    

（３億３，４２７万９千円）等があったことから、前年度に比べ３億６８８万３千円（１２．１％）

の増となった。 

国庫支出金は、３９億６，４８９万円で、児童手当の対象年齢の拡大に伴う児童手当負担金の増

等により、前年度に比べ２億９７８万１千円（５．６％）の増となり、県支出金は、１５億      

５，７９８万９千円で、施設型給付費・地域型保育給付費負担金の増（２億２，８１０万４千円）

等により、前年度に比べ１億４，４３２万円（１０．２％）の増となった。 

財産収入は、６，６６３万４千円で、土地売払収入の増（３，３４３万８千円）等により、前年



 

 
 

度に比べ４，４４８万２千円（２００．８％）の増となった。 

諸収入は、３億５，５７３万１千円で、防災拠点の設置及び災害時相互支援体制の構築に係る   

Ｂ＆Ｇ財団整備助成金の増（２，３３５万千円）等により、２，９３６万５千円（９．０％）の増

となった。 

市債は、１２億１９０万円で、新たな防災情報伝達システムや津市及び鈴鹿市と共同運用する消

防指令センターの整備に伴う緊急防災事業債の増（６億８，９７０万円）により、前年度に比べ   

３億２，０３０万円（３６．３％）の増となった。 

 

  



 

 
 

 ○歳入決算額                             （単位：千円・％） 

   

1 市 税 11,043,084 10,094,667 948,417 9.4

2 地 方 譲 与 税 239,878 235,100 4,778 2.0

3 利 子 割 交 付 金 13,380 3,331 10,049 301.7

4 配 当 割 交 付 金 79,563 78,055 1,508 1.9

5 株式等譲渡所得割交付金 125,547 108,183 17,364 16.1

6 法 人 事 業 税 交 付 金 171,396 156,540 14,856 9.5

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,402,705 1,298,906 103,799 8.0

8 ゴルフ場利用税交付金 106,696 106,348 348 0.3

9 環 境 性 能 割 交 付 金 31,734 33,945 △ 2,211 △ 6.5

10 地 方 特 例 交 付 金 64,069 310,814 △ 246,745 △ 79.4

11 地 方 交 付 税 2,850,035 2,543,152 306,883 12.1

12 交通安全対策特別交付金 3,985 4,213 △ 228 △ 5.4

13 分 担 金 及 び 負 担 金 307,811 300,471 7,340 2.4

14 使 用 料 及 び 手 数 料 271,873 270,239 1,634 0.6

15 国 庫 支 出 金 3,964,890 3,755,109 209,781 5.6

16 県 支 出 金 1,557,989 1,413,669 144,320 10.2

17 財 産 収 入 66,634 22,152 44,482 200.8

18 寄 附 金 95,720 76,128 19,592 25.7

19 繰 入 金 208,990 816,985 △ 607,995 △ 74.4

20 繰 越 金 259,592 326,261 △ 66,669 △ 20.4

21 諸 収 入 355,731 326,366 29,365 9.0

22 市 債 1,201,900 881,600 320,300 36.3

24,423,202 23,162,234 1,260,968 5.4

令和６年度令和７年度 増減額 増減率

合　　　　　計

　　　　　　　　　　年　度
　　区　分

 



 

 
 

     

 

 

    ○市税の推移 

     

   

市税

11,043,084 

45%

国庫支出金

3,964,890 

16%

地方交付税

2,850,035 

12%

県支出金

1,557,989 

6%

地方消費税交付金

1,402,705 

6%

その他

3,604,500 

15%

歳入決算 その他の内訳（千円）

市債：1,201,900

諸収入：355,731

分担金及び負担金：307,811

使用料及び手数料：271,873

繰越金：259,592

地方譲与税：239,878

繰入金：208,990

法人事業税交付金：171,396

株式等譲渡所得割交付金：125,547

ゴルフ場利用税交付金：106,696

寄附金：95,720

配当割交付金：79,563

財産収入：66,634

地方特例交付金：64,069

環境性能割交付金：31,734

利子割交付金：13,380

交通安全対策特別交付金：3,985

歳入決算

24,423,202

(千円）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

その他 1,235,293 1,240,144 1,251,738 1,292,104 1,314,746 1,313,671 1,343,927

市民税 3,391,389 3,296,650 3,256,645 3,363,147 3,548,574 3,262,687 3,930,062

固定資産税 5,714,149 5,605,842 5,484,984 5,488,601 5,478,243 5,518,309 5,769,095

市税 10,340,831 10,142,636 9,993,367 10,143,852 10,341,563 10,094,667 11,043,084

5,714 5,606 5,485 5,489 5,478 5,518 5,769 

3,391 3,297 3,257 3,363 3,549 3,263 
3,930 

1,235 1,240 1,252 1,292 1,315 1,314 

1,344 

10,341 10,143 9,993 10,144 10,342 10,095 

11,043 
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３．歳  出 

（１） 目的別歳出  

歳出の目的別決算のうち前年度と比較して増加した主なものの決算額は、消防費１６億   

２，４８６万１千円で、前年度に比べ５億５，５２８万５千円（５１．９％）の増、商工費７億

３，１６５万３千円で、前年度に比べ２億４，５８８万４千円（５０．６％）の増、総務費２７

億２，３８３万１千円で、前年度に比べ２億２，９８８万５千円（９．２％）の増となった。 

消防費では、本年４月から運用を開始した津市及び鈴鹿市との３市共同の三重中央消防指令セ

ンターの整備に係る事業費の増、商工費では、条例に基づき交付する奨励措置指定事業者への奨

励金の増、総務費では、減債基金積立金の増のほか、国が進める地方公共団体情報システム標準

化への対応に伴う委託料の増等が主な要因となっている。 

一方、減少した主なものの決算額は、教育費２３億５，３７０万４千円で、前年度に比べ１億

６２０万５千円（４．３％）の減、農林水産業費５億９，１８２万４千円で、前年度に比べ    

９，５３２万８千円（１３．９％）の減、衛生費２５億２，２５３万２千円で、前年度に比べ    

１，５０８万円（０．６％）の減となった。 

教育費では、東野公園体育館改修事業が前年度に完了したことによる減、農林水産業費では、

農業集落排水事業に係る下水道事業への繰出金の減、衛生費では予防接種委託料の減が主な要因

となっている。 

   

  



 

 
 

○目的別歳出決算額                        （単位：千円・％） 

  

年度

款

1 議 会 費 216,614 227,179 △ 10,565 △ 4.7

2 総 務 費 2,723,831 2,493,946 229,885 9.2

3 民 生 費 9,303,221 9,106,046 197,175 2.2

4 衛 生 費 2,522,532 2,537,612 △ 15,080 △ 0.6

5 労 働 費 13,595 13,866 △ 271 △ 2.0

6 農 林 水 産 業 費 591,824 687,152 △ 95,328 △ 13.9

7 商 工 費 731,653 485,769 245,884 50.6

8 土 木 費 1,699,267 1,708,695 △ 9,428 △ 0.6

9 消 防 費 1,624,861 1,069,576 555,285 51.9

10 教 育 費 2,353,704 2,459,909 △ 106,205 △ 4.3

11 災 害 復 旧 費 20,491 19,366 1,125 5.8

12 公 債 費 1,938,490 1,853,526 84,964 4.6

23,740,083 22,662,642 1,077,441 4.8

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

合計
 

    

  

 

  

民生費

9,303,221 

39.2%

総務費

2,723,831 

11.5%

衛生費

2,522,532 

10.6%

教育費

2,353,704 

9.9%

公債費

1,938,490 

8.2%

土木費

1,699,267 

7.2%

消防費

1,624,861 

6.8%

その他

1,574,177 

6.6%

歳出決算

その他の内訳（千円）

商工費：731,653

農林水産業費：591,824

議会費：216,614

災害復旧費：20,491

労働費：13,595

歳出決算 

23,740,083 

（千円） 



 

 
 

（２）性質別歳出 

歳出の性質別決算は、財政の持続可能性や未来への投資、及び経常的な行政コストの構造を把握

する上で重要であり、前年度と比較すると、次のとおりである。 

①  消費的経費 

消費的経費の決算額は１７６億９，３１８万２千円で、前年度に比べ４億８，８５３万７千円   

（２．８％）の増となった。内訳としては、人件費が９６５万１千円（０．２％）の増、物件費が

８，９３０万２千円（２．１％）の増、扶助費が７億５，９８２万８千円（１７．７％）の増とな

った一方で、維持補修費が４，０４５万５千円（５．５％）の減、補助費等が３億２，９７８万    

９千円（１１．８％）の減となった。 

主な要因として、人件費は給与改定に伴う一般職員人件費の増、物件費は住民情報系システムの

標準化対応や地域生活交通再編事業における委託料等の増によるものである。また、扶助費は制度

改正に伴う児童手当給付事業の増や施設型給付・地域型保育事業の増等による増となっている。一

方、維持補修費は橋梁長寿命化修繕事業に係る各種点検業務委託料の減、補助費等は定額減税調整

給付事業及び住民税非課税世帯等重点支援給付金給付事業の減等により減少した。 

  

②  投資的経費 

投資的経費の決算額は、１７億５，９３８万１千円で、前年度に比べて３億２，１９８万３千円

（２２．４％）の増となった。内訳として、普通建設事業費のうち補助事業費の決算額は２億     

２，９４７万３千円で、前年度に比べ２億９，６９６万１千円（５６．４％）の減となった。これ

は、民間保育所等整備事業が前年度で完了したことによる減が主な要因となっている。 

一方、単独事業費の決算額は１５億９４１万７千円で、前年度に比べ６億１，７８１万９千円  

（６９．３％）の増となった。これは、津・鈴鹿・亀山３市消防指令業務共同運用事業、中学校全

員喫食制給食実施事業及び防災情報伝達システム整備事業の増が主な要因となっている。 

 

③  その他の経費 

消費的経費、投資的経費を除いたその他の経費の決算額は、４２億８，７５２万円となり、前年

度に比べ２億６，６９２万１千円（６．６％）の増となっている。内訳として、公債費は      

８，４９６万４千円（４．６％）の増、投資及び出資金は３２４万９千円（１．１％）の増、積立

金は１億５，２８９万３千円（８０．２％）の増、繰出金は２，５８１万５千円（１．５％）の増

となっている。 

主な要因として、公債費は亀山駅周辺整備事業及び図書館整備事業に係る市債の元金償還の開始

による増、積立金は減債基金積立金の増、繰出金は国民健康保険事業特別会計への繰出金及び介護

保険事業に係る鈴鹿亀山地区広域連合への負担金の増等が挙げられる。 

 

  



 

 
 

○性質別歳出決算額                            （単位：千円・％） 

5,118,851 5,109,200 9,651 0.2

4,371,099 4,281,797 89,302 2.1

692,965 733,420 △ 40,455 △ 5.5

5,049,087 4,289,259 759,828 17.7

2,461,180 2,790,969 △ 329,789 △ 11.8

17,693,182 17,204,645 488,537 2.8

1,738,890 1,418,032 320,858 22.6

（ 補 助 事 業 費） 229,473 526,434 △ 296,961 △ 56.4

（ 単 独 事 業 費） 1,509,417 891,598 617,819 69.3

20,491 19,366 1,125 5.8

1,759,381 1,437,398 321,983 22.4

1,938,490 1,853,526 84,964 4.6
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343,483 190,590 152,893 80.2
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４．財政構造指標 

（１）財政力指数 

   財政力指数は、地方公共団体の財政力を示すものであり、一般財源の必要額に対し、市税等の 

一般財源収入額がどの程度確保されているかを表す指数となる。単年度の財政力指数が「１」以上

となると普通交付税の不交付団体となり、標準的な水準以上の行政を行うことができ、指数が「１」

を下回っても「１」に近い団体ほど財源に余裕があるとされているものである。 

   本市においては、平成１７年度から平成２２年度までの６年間は普通交付税の不交付団体で 

あったが、市税の減収等により、平成２３年度から交付団体に移行した。 

令和７年度の財政力指数は、単年度０．７９８、３か年平均では０．８０４となっている。 

 

   ○財政力指数の推移 

 

  

（２）経常収支比率 

   経常収支比率は、「経常的に収入された一般財源」が「経常的経費」にどのくらい充当されて  

いるか、その割合を示したもので、財政構造の弾力性を示す指標であり、比率が低いほど弾力性が

高いことを示している。一般的には８０％を超えるとその地方公共団体は、弾力性を失いつつある

とされており、本市は８５％以下を目標としている。 

   令和７年度の経常収支比率は、前年度から５．９ポイント好転した８２．８％となった。 

 

○経常収支比率の推移 
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（３）公債費負担比率 

   公債費負担比率は、「公債費に充当された一般財源」の「一般財源総額」に対する割合のことで、

この比率が高いほど、財政構造が硬直化していると言える。一般的に、財政運営上１５％が警戒 

ライン、２０％が危険ラインとされている。 

   令和７年度の公債費負担比率は、前年度から０．３ポイント後退した１１．７％となった。     

 

 ○公債費負担比率の推移 

 

  

（４）実質単年度収支 

   実質単年度収支は、単年度収支から、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の

繰上償還額）を加え、赤字要素（財政調整基金の取崩額）を差し引いた額のことである。 

令和７年度の実質単年度収支は、約１億８千万円の黒字となり、平成２５年度以来の黒字に転じ

ており、同様に財政調整基金残高も増加している。 

※実質単年度収支・・・（単年度収支 + 財政調整基金積立額 + 地方債繰上償還額 － 財政調整基金取崩額） 

 

 ○実質単年度収支と財政調整基金残高の推移 
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５．健全化判断比率   

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの指標により市の財

政状況を示すものであり、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、毎年度の決算につ

いて各比率を明らかにすることとされている。 

 なお、公営企業に区分される水道事業、下水道事業及び病院事業は、資金不足比率を加え、公表

することが求められている。 

 また、各指標の算定結果には、「早期健全化基準」、「財政再生基準」等の基準値が設けられて  

おり、基準値を超えた場合には、財政健全化計画や財政再生計画を策定し、速やかに公表すると 

ともに、総務大臣・都道府県知事へ報告しなければならないこととされている。 

 

  ○令和７年度決算に基づく健全化判断比率等 

    

指  標 

亀山市の状況 国が定める基準（令和７年度） 

令和７年度 令和６年度 
      *1 

早期健全化基準 

      *2 

財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 
― 

（▲4.56％） 

― 

（▲3.44％） 
１２．８３％  ２０．００％ 

連結実質赤字比率 
― 

（▲26.45％） 

― 

（▲25.56％） 
１７．８３％ ３０．００％ 

実 質 公 債 費 比 率 

（単年度実質公債費比率） 

２．８％ 

（2.85732％） 

３．１％ 

（2.86882％） 
２５．０ ％ ３５．０ ％ 

将 来 負 担 比 率 
― 

（▲35.0％） 

― 

（▲32.3％） 
３５０．０ ％ 

 

資 金 不 足 比 率 
全会計 

資金不足なし 

全会計 

資金不足なし 
２０．０ ％ 

 

  

  *1 財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的にその財政の健全化を図る基準 

    なお、公営企業の資金不足比率については、経営健全化基準 

  *2 財政状況の著しい悪化により、自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画

的にその財政の健全化を図る基準 

  * 「―」は、当該比率が生じていない（赤字が生じていない）ことを示す。 

  

  （１）実質赤字比率 

実質赤字比率は、一般会計について、歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤字）を一般財源

の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除したものである。 

令和７年度の実質赤字比率は、実質赤字が生じていないため指標なし（－％）となっている。 

  

（２） 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、地方公共団体のすべての会計の赤字額と黒字額を合算し、歳出に対する



 

 
 

歳入の資金不足額がある場合に、その赤字額を一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額

で除したものである。 

令和７年度の連結実質赤字比率は、連結実質赤字が生じていないため指標なし（－％）と   

なっている。 

  

（３） 実質公債費比率 

実質公債費比率は、一般会計等（一般会計及び特別会計の全会計に、一部事務組合や広域連合

も加えたもの）の支出のうち、義務的に支出しなければならない経費である公債費や公債費に  

準じた経費＊を、一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模を基本とした額（標準財政規模  

から元利償還金等に係る地方交付税の基準財政需要額算入額を控除した額）で除したものの  

３か年の平均値となる。 

令和７年度の実質公債費比率は２．８％となり、早期健全化基準である２５．０％に対して余

裕のある比率となっている。 

＊公債費に準じた経費 ・・・ 一部事務組合への公債費負担金や公営企業会計（病院・下水道）の元利   

償還金への一般会計繰出金 

  

（４） 将来負担比率 

将来負担比率は、一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債に当たる額 

（将来負担額）を把握し、この将来負担額から負債の償還に充てることができる基金等を控除の

上、一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模を基本とした額（標準財政規模から元利償還金

等に係る地方交付税の基準財政需要額算入額を控除した額）で除したものである。 

令和７年度の将来負担比率は、将来負担比率が生じていないため指標なし（－％）となる。 

  

（５） 資金不足比率 

資金不足比率は、公営企業会計における資金不足について、公営企業の事業規模に対する比率で

表したものである。 

亀山市においては、公営企業会計法適用企業として「水道事業会計」、「工業用水道事業会計」、

「下水道事業会計」及び「病院事業会計」が算定対象となっている。なお、「下水道事業会計」は、

「公共下水道事業」と「農業集落排水事業」の合計となっている。 

令和７年度の結果は、 

   「亀山市水道事業会計」          資金不足比率 ―％ なし 

   「亀山市工業用水道事業会計」       資金不足比率 ―％ なし 

   「亀山市下水道事業会計」         資金不足比率 ―％ なし 

「亀山市病院事業会計」          資金不足比率 ―％ なし 

となり、全会計とも資金不足はなかった。 

 

 

 



 

 
 

【参考資料】 

 

  

※標準財政規模・・・標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源規模を示す 

            （標準税収入額等 + 普通交付税 + 臨時財政対策債発行可能額） 

   ※実質収支額 ・・・歳入歳出の差引額から、継続費や繰越明許費に伴って翌年度へ繰り越すべき一般財源を控除

した額 

 

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

歳入 21,696,712 27,623,320 25,167,096 24,776,434 22,346,962 23,162,234 24,423,202

歳出 20,947,896 26,656,111 23,947,372 23,991,060 21,700,701 22,662,642 23,740,083

標準財政規模 12,790,434 13,297,126 13,887,299 13,268,996 13,602,071 13,880,113 14,349,250

実質収支額 653,751 896,918 1,095,004 694,262 628,299 478,561 655,275
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Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他 5,075,491 5,152,235 5,188,694 5,314,265 5,277,521 5,356,693 5,467,389

減債基金 328,395 328,759 665,305 666,035 666,939 667,894 695,631

財政調整基金 2,809,277 2,384,354 2,377,084 2,138,954 1,868,777 1,523,845 1,767,555

基金残高 8,213,163 7,865,348 8,231,083 8,119,254 7,813,237 7,548,432 7,930,575
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Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

特別 388,723 379,594 398,218 404,642 406,207 413,584 440,778

普通 1,238,403 1,252,581 1,662,612 1,936,134 2,162,492 2,129,568 2,409,257

地方交付税 1,627,126 1,632,175 2,060,830 2,340,776 2,568,699 2,543,152 2,850,035
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Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他 12,729,735 12,601,333 12,464,910 12,271,365 12,177,169 11,872,392 11,603,362

一般会計 15,658,760 15,770,678 16,086,169 15,918,696 14,397,939 13,459,205 12,764,397

市債残高 28,388,495 28,372,011 28,551,079 28,190,061 26,575,108 25,331,597 24,367,759
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Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

合併特例債 3,472,552 3,258,702 2,998,068 2,758,840 2,220,996 1,726,950 1,293,704

臨時財政対策債 7,618,380 7,941,710 8,532,796 8,237,150 7,714,046 7,110,955 6,417,516

その他 4,567,828 4,570,266 4,555,305 4,922,706 4,462,897 4,621,300 5,053,177
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   ※基礎的財政収支（プライマリーバランス）・・・公債費を除いた歳出と、地方債発行額を除いた歳入のバランスを

みるもので、政策的な支出を借金に頼らず、その年度の税収等で賄われているかを示す指標 

   ※算出方法・・・（歳入総額－繰越金－地方債発行額－財政調整基金及び減債基金取崩し額） 

                     （24,423,202－259,592－1,201,900－100,000） 

－（歳出総額－地方債元利償還額－財政調整基金及び減債基金の積立額） 

－（23,740,083－1,938,490－131,447） ＝1,191,564 

 

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

市債残高 15,658,760 15,770,678 16,086,169 15,918,696 14,397,939 13,459,205 12,764,397

借入額 1,513,300 1,913,100 2,311,300 1,759,400 391,200 881,600 1,201,900

公債費 1,858,271 1,850,777 2,034,437 1,961,252 1,947,522 1,853,526 1,938,490
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基礎的財政収支 △ 303,368 △ 268,489 304,928 △ 469,898 1,147,935 481,280 1,191,564
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